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１１月３０日現在 ３３道府県のうち 

回答のあった２６道府県を対象とする 

１ 災害想定について（防災アセスメント関係） 

 

Ｑ１ 石油コンビナート等防災計画における災害想定で、消防庁の「石油コンビナートの防災アセスメ

ント指針」を活用していますか。また、活用していない場合、どのような方法で災害想定を行って

いますか。 

 

回答 ＹＥＳ ２０  ＮＯ ６ 

回答例：コンビナートで起こった過去の事故等を参考に想定している。 

 

Ｑ２ 石油コンビナート等防災計画における災害想定において、消防庁の「石油コンビナートの防災ア

セスメント指針」で具体的に例示している事象（※）以外の事象を想定していますか。想定してい

る場合、どのような災害を想定して、どのような対策に反映させていますか。 

※ 平成１３年版「石油コンビナートの防災アセスメント指針」のＰ３８及びＰ６７参考資料１ 

 

回答 ＹＥＳ ８  ＮＯ １８ 

回答例：平成１５年９月に発生した十勝沖地震でのタンク全面火災を想定し、長周期地震動による

スロッシング対策に反映している。危険物等の輸送船舶・車両での運搬中の事故を想定し、

車両破損による危険物等の漏えい・拡散及び火災への対策に反映している。 

 

Ｑ３ 後述の「２防災体制について」Ｑ１において該当する事例がある場合、当該災害の態様と石油コ

ンビナート等防災計画の災害想定（当時）の比較において、大きな差異等はありましたか。それは

どのような差異ですか。また、その差異に伴う防災上の課題はありましたか。 

 

回答 ＹＥＳ ２  ＮＯ ２４ 

  回答例：地震に伴うタンク液面のスロッシングにより浮屋根が大きく動揺したことによりタンクの

全面火災に至った。このことにより、タンク液面のスロッシングに対する課題、また、大

規模なタンク火災に対する対応等についての課題が提起された。 

 

Ｑ４ 貴道府県の行った特別防災区域全体のアセスメント結果に基づいて、周囲への影響が大きい施設

について特定事業者等が詳細アセスメントを行った事例があれば記入してください。 

 

回答 ＹＥＳ ２  ＮＯ ２４ 

  回答例：影響度が甚大な事業所において、再計算等を実施し、再評価を実施している事例有り。 

なお、耐震化等による軽減状況についても、計算を実施し、現在、耐震化を進めている。 

 

資料３ 

石油コンビナート等防災本部アンケート結果（即報）
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Ｑ５ 次の項目についてお答えください。 

① 特別防災区域と住宅地、社会的に重要な施設等との位置関係、当該特別防災区域と住宅地等との

間の緩衝地帯（緑地、広場その他の公共空地）の確保状況（確保されている場合、石油コンビナ

ート等防災計画における位置づけの有無を含む。）等についてご記入ください。 

② 特別防災区域内における危険物や高圧ガスの貯蔵所、製造所等の配置について、災害想定の結果

を踏まえ、個別の特定事業所のレイアウト規制に加えて特に配慮している例があればご記入くだ

さい。 

 

①回答例：八代地区特別防災区域は八代市の市街地から約５ｋｍ離れた臨海埋立地にある。区域か

ら市道を挟んで住宅地があり、小学校の分校が存在する。緩衝地帯については石油コンビナ

ート等防災計画では触れておらず、当該特防区域と住宅地の間は市道以外の空間はない。 

近隣には社会的に重要な施設等は特にないが、東５．５ｋｍの地点に九州新幹線の線路、

南東約８ｋｍの地点に八代市役所がある。 

 

②回答例：内閣府の被害想定（南海トラフ巨大地震等）の公表や危険物施設等に関する政省令等の

改正を踏まえて順次見直す予定 

 

Ｑ６ 石油コンビナート等防災計画における地震・津波の想定について、最近の見直し状況をご記入く

ださい。 

 

回答例：平成１５年度実施の「石油コンビナート等特別防災区域防災対策調査」において、東南海・

南海地震を想定し、地震・津波による災害想定を実施。 

また、津波については東日本大震災を踏まえ、暫定的に従来の津波高さの２倍を想定。 

当面の見直しの予定は内閣府の被害想定（南海トラフ巨大地震等）の公表や危険物施設等

に関する政省令等の改正を踏まえて順次見直す予定 

 

Ｑ７ 防災アセスメント指針の活用にあたって困っていることや問題点があれば、ご記入ください。 

 

  回答例：指針を活用し、防災アセスメントを実施する場合、費用負担が大きい。 

 

 

２ 防災体制について 

 

Ｑ１ 石油コンビナートの災害について、石油コンビナート等防災本部の本部員を招集して対応した事

例又は防災本部に準じた体制で対応した事例があれば、概要等を記入してください。事例が複数あ

る場合には、平成１３年以降に発生した事例についてのみ回答してください。 
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回答例：千葉県災害対策本部（東日本大震災）Ｈ２３．３．１１～５．２６ 

本庁舎５階の大会議室に関係職員の参集し石油コンビナート班の設営 

発災：平成２３年３月１１日１５時１５分頃 鎮火：平成２３年３月２１日１０時１０分 

・コスモ石油㈱千葉製油所の液化石油ガスタンク火災爆発事故 

千葉県災害対策本部設置：平成２３年３月１１日１４時４６分  

千葉県災害対策本部解散：平成２３年５月２６日 ９時３５分 

石コン本部非常第２配備体制：平成２３年３月１１日１４時４６分   

非常第１配備体制：平成２３年３月１１日２１時００分   

非常第１配備体制解除：平成２３年５月２６日 ９時３５分 

 

Ｑ２ 石油コンビナートで災害が発生した場合において、石油コンビナート等防災本部の本部員を招集

して対応、防災本部に準じた体制で対応若しくは道府県担当部署で対応を行うかについて基準等を

定めていますか。 

 

  回答 ＹＥＳ １５ ＮＯ １１ 

  回答例：県地域防災計画に準じ、次のとおり配備基準を設定している。 

① 当課体制：災害が発生し得る情報を入手、又は担当課で対応可能な災害発生時 

② 係部局体制：複数の部局や課で対応が必要な災害発生時 

③ 機管理対策本部体制：全庁的な対応が必要な災害発生時 

 

Ｑ３ Ｑ１において、石油コンビナート等防災本部と災害対策本部が同時に招集された場合、それぞれ

の役割分担はどうなっていますか。 

 

  回答例 

石油コンビナート等防災本部 災害対策本部 

災害対策本部の機能の一部として、石油コン

ビナート等特別防災区域協議会や広域共同防

災協議会との連絡、調整等にあたる。 

防災対応を総括する。 

 

Ｑ４ Ｑ３の役割分担を踏まえて、石油コンビナート等防災本部と災害対策本部の間の連絡調整の方法

はどのようになっていますか。 

 

  回答例：石油コンビナート等防災本部と災害対策本部は同一場所であり、一体的に活動 

 

Ｑ５ 石油コンビナート等防災本部と関係市町村、消防機関、特定事業者の間の情報伝達の手段（加入

電話、無線通信など）はどのようにしていますか。また、主回線、バックアップ回線があれば、記

載してください。 
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回答例 

主回線） 加入電話 
バックアップ回線）防災行政無線（衛星無線），光

回線（有線），衛星携帯電話（消防は全て設置済）

 

Ｑ６ 石油コンビナートで災害が発生した場合において、特別防災区域内及びその周辺に存する社会的

に重要な施設等への災害情報伝達について、伝達手段と伝達内容はどのようにしていますか。 

 

回答例 

伝達手段 広報車、巡視船艇等によるほか、災害の状況に応じて報道機関に協力要請を行う 

伝達先 社会的重要な施設等に限らず、住民等への広報内容となっている 

伝達内容 災害の状況、災害応急対策の実施状況、住民のとるべき措置、避難の勧告、指示等、

危険区域の設定及び交通規制状況、火気使用禁止の指示、その他必要な事項 

 

Ｑ７ 石油コンビナート等防災本部では、災害時において、特別防災区域における危険物等（危険物、

高圧ガス、毒劇物、放射性同位元素や放射性廃棄物）の種類、数量、性状、所在等をどのように把

握することとされていますか。また、把握する上での課題は何ですか。 

 

  回答例：法律に基づく事業者からの報告、条例に基づく事業者からの報告、国からの報告・連絡、

これらの情報に基づく事業者への確認。特定事業者については、毎年実態調査を行い、種

類、数量を把握している。 

 

Ｑ８ Ｑ６の情報について、石油コンビナート等防災本部内・都道府県防災会議内・関係行政機関内（警

察・消防・海保含む）での情報共有はしていますか。また、報道発表、ホームページ等で一般に公

開していますか。 

 

  回答例：災害情報については、防災本部と関係行政機関（消防機関、警察、海上保安本部等）で共

有している。また、必要に応じて、ホームページや記者発表により広報を行うこととして

いる。 

 

Ｑ９ 石油コンビナートの災害発生時に関係機関による迅速な情報収集や関係機関相互の情報共有に

ついての取組はどの様になっていますか。 

 

回答例：防災計画の災害応急対策計画の中で，通報伝達系統を定めており，収集した情報は防災本

部（現地本部）より関係機関に通報することとしている。 

   

Ｑ１０ 被害が複数の市町村に及ぶ場合や、県境を越えて他県に及ぶ場合を想定した取組や訓練を取り
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入れていますか。取り入れている場合、その概要についてご教示いただきたい。 

 

ＹＥＳ ９ ＮＯ １７ 

  回答例：県、消防機関、自衛隊等による合同図上訓練により大規模災害時の情報伝達等の訓練を実

施している。 

 

Ｑ１１ Ｑ７の情報把握等と関連し、消防庁の「石油コンビナート地域情報管理システム」（平成１８

年８月１８日付け消防特第１１０号）はどのように利活用していますか。また、登録されている

情報の内容、管轄消防機関における登録情報の更新等について、お気づきの点があればご記入く

ださい。 

 

  回答例：特定事業所への立入検査の際、事前の情報収集に利用している。データが古いので随時更

新していく必要がある。 

（＊現状としてはあまり活用されていない模様） 

 

 

３ 大容量泡放射システムについて 

 

Ｑ１ 災害時における大容量泡放射システムの配備基地から発災場所までの輸送時間として、単独災害

（直径３４ｍ以上の浮き屋根式屋外貯蔵タンクの火災）、複合災害（地震や津波等による災害と直

径３４ｍ以上の浮き屋根式屋外貯蔵タンクの火災等）のそれぞれについて、どの程度の時間で運用

が可能と考えていますか。 

 

 回答例：輸送時間は、通常４時間５０分（最長距離：仙台）としている。複合災害について特別な想

定をしていないが、東日本大震災時に出動した際は、６時間１０分（最長距離：仙台）を要

した。 

 

Ｑ２ 複合災害の際の輸送車両、人員の手配はどのように担保していますか。 

 

回答例：輸送車両手配：運輸会社と搬送協定を結んでいる。 

人員の確保：設置する会社と応援協定を結んでいる。 

積込：配備事業所が搬送協定を結ぶ運輸会社と協定を結んでいる。 

 

Ｑ３ 複合災害の際の輸送車両のルートの選定等はどのようにしていますか。 

 

 回答例：複合災害時には、災害対策本部に特別防災区域内の情報収集及び対策を講ずる組織を 

付加した体制で対応することが石コン計画で定められており、この体制のもと、通行に 
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支障のある箇所等の情報を収集し、その情報を広域共同防災協議会事務局を通じ輸送者 

に提供することとしている。 

 

Ｑ４ 大容量泡放射システムを直径３４ｍ以上の浮き屋根式屋外貯蔵タンクの火災以外の災害に活用

することは想定していますか。想定している場合、その要件はどのようなものですか。 

 

 回答 ＹＥＳ １ ＮＯ ２５ 

 回答例：京葉臨海中部地区共同防災協議会の構成事業所６社については、システム運用の知見があり

適切な警防活動計画を立案するノウハウを有していること、防災要員及び補助員の派遣や費

用負担について協議会内で合意済みであることから、対象タンクへの火災拡大を防ぐ目的で

対象タンク以外の火災への適用を可能としている。 

 

Ｑ５ 大容量泡放射システムを積載した自動車の円滑な走行のため、緊急自動車である警察用自動車に

よる誘導等を計画していますか。また、震災時等の場合は警察が災害や事故対応のため、誘導への

協力が確保できないことが考えられますが、どの様に対応するか計画を行っていますか。 

 

回答 ＹＥＳ １６ ＮＯ １０ 

  回答例：警察用自動車による誘導を計画している。誘導の協力が確保できない場合については想定

していない。 

 

 

４ 住民避難 

 

Ｑ１ 石油コンビナート等防災本部として、石油コンビナート災害で周辺住民への災害発生の広報を行

った実績と石油コンビナート災害で市町村長等により周辺住民への勧告等（屋内待機、避難勧告、

避難指示）を行った実績はありますか。その判断基準、周知方法、関係機関への連絡体制、解除の

基準はどのようなものですか。併せて、そのときの伝達文をお示しください。 

 

・災害発生の広報 

 回答 実績あり ２ 実績なし ２４ 

 回答例：平成元年に発生した危険物屋外貯蔵タンク火災において、報道機関を通じて事故発生広報と

刺激臭に関する広報を行った。 

 

・勧告等 

回答 実績あり ２ 実績なし ２４ 

 回答例：石油コンビナート防災本部としてではないが、地元警察が発災場所から約 100m 以内の住民

に対し避難命令を実施した事例がある。 
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Ｑ２ 石油コンビナートの災害時に、周辺住民等に対して広報を行う場合の手順や、災害進展段階に応

じた住民への要請内容（避難指示・勧告、屋内待避等）を定めたマニュアル等を整備されています

か。整備している場合は、そのマニュアル等をご恵与いただきたい。 

 

 回答 ＹＥＳ ６ ＮＯ ２０ 

 回答例：異常現象の種類及び規模ごとに、地域住民の避難方法を具体化した「地域住民の避難計画」

を策定している。 

 

Ｑ３ 爆発や有毒ガスの漏えいのおそれなどの時間的余裕がない場合について、迅速に住民へ周知する

ような仕組みは具体的に整備されていますか。その場合、周知の主体、方法等はどのようになりま

すか。 

 

回答 ＹＥＳ １２ ＮＯ １４ 

回答例：八代広域行政事務組合消防本部予防課が、各町内毎に置かれた市政協力員を通じ、直接口頭

及びマイク（拡声装置）等で伝達。サイレン、警鐘、広報車、放送及び電話も使用する。 

 

 

５ 特別防災区域内の事業所の連携について 

 

Ｑ１ 石油コンビナート等特別防災区域協議会の活動状況等について伺います。 

 

  回答例 

設置状況 管内の全ての特別防災区域に協議会が設置されている。 

ただし、渥美地区は、特定事業所が１社のため設置されていない。 

参加状況 全ての特定事業者が協議会に参加している。 

自主基準 区域内の災害発生及び拡大防止に関する自主基準を策定している。 

教育共同実施 年に数回、事業者従業員への防災研修会を開催している。 

共同訓練実施 春・秋の時期に全事業者が参加する防災訓練（総合訓練）を実施して

いる。 

 

Ｑ２ 特定事業所の連携について伺います。災害発生時に特定事業所間の情報連絡、自衛防災組織等の

応援や資機材・設備の貸与等について協定等を結んでいますか。また、応援等が円滑に行われる様

に教育・訓練を行っていますか。 

 

回答例：県石油コンビナート等防災計画において、特定事業所相互の応援協定を締結することとな

7



 

8 
 

っている。 

    自衛防災組織等の応援や資機材・設備の貸与、教育・訓練等については、特防区域協議会

の枠組みで適宜実施している。 

 

Ｑ３ 石油コンビナートの災害時に、警戒区域の設定や避難方法の決定、地域住民への広報等において、

石油コンビナート等特別防災区域協議会からの応援体制（避難範囲や避難方法の助言等）を整備さ

れていますか。整備している場合は、その体制の概要について示してください。 

 

  回答 ＹＥＳ ４ ＮＯ ２２ 

  回答例：石油コンビナート等防災計画において、警戒区域の設定や避難方法の決定、地域住民への

広報等について市町村ごとに整備されているほか、避難場所を指定している。石油コンビ

ナート等特別防災区域協議会からの応援体制は、主に泡消火薬剤などの資機材の提供を行

うこととなっている。 
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千葉県ホームページより 
千葉県石油コンビナート等防災計画（平成２３年度修正版）（本編）から 
第３編第２章第３節災害広報（抜粋） 
http://www.pref.chiba.lg.jp/shoubou/sonohoka-saigai/sekiyu/bousaikeikaku/honpen.html 
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香川県ホームページより 
香川県石油コンビナート等防災計画（平成24年８月改訂）　資料５－５ 
http://www.pref.kagawa.lg.jp/bosai/sekikonkeikaku/main.html 
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